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調査の概要 

 調査目的 年末一時金の妥結状況を的確に把握し、労使に情報を提供する。 

 調査日  令和元年 12月 31 日現在 

 調査対象 県内の民間労働組合から抽出した 420 組合 

 

調査結果の概要 

 平均要求額 

平均要求額は 581,268円で、前年同期と比べ金額で 19,750円減少し、 

平均要求月数は 2.30か月で、前年同期を 0.11か月下回りました。 

 平均妥結額 

平均妥結額は 477,881円で、前年同期と比べ金額で 21,746円減少し、 

平均妥結月数は 1.89 か月で、前年同期を 0.11 か月下回りました。 

 

特徴と傾向 

 平均要求・妥結額及び平均要求・妥結月数は前年同期を下回ったものの、平均妥結額は平成

20年のリーマンショック以降３番目に高い額となっており、高水準で推移しています。 

 妥結額の分布状況をみると、「40万円台」が全体の20.3％にあたる43組合と最も多く、「60万

円台」（15.1％、32組合）、「50万円台」（14.6％、31組合）と続きます。 

 

 

 

長野県内の民間労働組合を対象に、年末一時金要求・妥結状況を12月31日現在で調

査しました。 

213組合から県に一時金要求の報告があり、そのうち妥結の報告があった労働組合は

212組合でした。 

 

長野県（産業労働部）プレスリリース 令和２年（2020 年）１月 23 日 

令和元年年末一時金要求・妥結状況調査結果が 

まとまりました（最終報：１２月３１日現在） 

産業労働部労働雇用課調査情報係 

（課長）米沢 一馬 （担当）羽入田 崇司 

電 話：026-235-7119（直通） 

    026-232-0111（代表）内線 2476 

ＦＡＸ：026-235-7327 

E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 

長野県は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 



調査日 令和 元 年 12 月 31 日
公   表  令和  ２ 年  １ 月 23 日

○産業別要求・妥結状況  長野県産業労働部労働雇用課

産業 平均年齢 平均賃金 組合数
平均

要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数
平均

妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

39.6 291,081 7 861,718 2.96 8 811,229 2.71 7 784,554 2.70 8 734,350 2.46

食　料　品 36.4 233,896 15 507,562 2.17 16 552,654 2.35 15 467,772 2.00 16 493,716 2.10

繊維工業 X X 2 X X 2 X X 2 X X 2 X X

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品 40.1 276,547 4 713,186 2.58 4 701,249 2.54 4 680,281 2.46 4 663,645 2.41

印刷・同関連 42.0 215,393 7 377,750 1.75 6 453,505 2.05 6 198,632 0.91 6 184,405 0.83

鉄鋼・非鉄金属
・金属製品 39.9 255,756 15 579,799 2.27 12 597,539 2.38 15 468,603 1.83 12 489,946 1.95

機械器具 38.7 255,379 22 675,131 2.64 23 749,807 2.89 22 569,067 2.23 23 635,081 2.45

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ
・電子回路 42.4 259,874 10 562,309 2.16 11 590,936 2.26 10 525,619 2.02 11 556,688 2.13

電気機械器具 40.9 247,625 24 532,241 2.15 21 621,420 2.41 24 472,065 1.91 21 553,365 2.15

情報通信機械器具 40.5 294,617 4 619,654 2.10 4 628,200 2.13 4 614,590 2.09 4 631,576 2.14

輸送用機械器具 38.1 256,746 22 657,115 2.56 18 672,342 2.64 22 550,986 2.15 18 600,479 2.36

その他製造 38.8 242,867 13 583,953 2.40 12 545,422 2.40 13 499,612 2.06 12 483,174 2.13

37.1 264,844 5 734,941 2.77 3 725,150 2.73 5 647,631 2.45 3 584,857 2.21

41.5 270,848 3 508,378 1.88 4 468,553 1.90 3 419,533 1.55 4 349,164 1.42

43.1 223,106 20 533,236 2.39 20 536,849 2.54 20 313,423 1.40 20 332,810 1.57

38.9 242,167 16 502,249 2.07 14 501,466 2.09 16 400,290 1.65 14 406,165 1.69

39.6 246,974 5 535,070 2.17 4 506,347 2.24 5 439,097 1.78 4 403,273 1.79

39.8 308,296 7 593,073 1.92 9 516,042 1.87 7 438,853 1.42 9 392,917 1.42

37.7 271,900 12 577,624 2.12 8 582,731 2.18 12 421,718 1.55 8 455,683 1.70

39.6 252,304 213 581,268 2.30 199 601,018 2.41 212 477,881 1.89 199 499,627 2.00

製 造 業 計 39.5 250,535 138 580,574 2.32 129 619,953 2.47 137 498,693 1.99 129 536,919 2.14

非製造業計 40.0 255,558 75 582,545 2.28 70 566,123 2.29 75 439,864 1.72 70 430,905 1.74

○企業規模別要求・妥結状況

規模 平均年齢 平均賃金 組合数
平均

要求額
平均

要求月数
前年

組合数
前年平均
要求額

前年平均
要求月数

組合数
平均

妥結額
平均

妥結月数
前年

組合数
前年平均
妥結額

前年平均
妥結月数

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月 組合 円 か月

40.1 236,960 120 519,325 2.19 105 533,215 2.28 119 412,476 1.74 105 421,649 1.80

39.0 267,127 67 624,709 2.34 68 641,462 2.44 67 529,680 1.98 68 550,483 2.10

39.2 284,921 26 755,218 2.65 26 769,058 2.76 26 643,754 2.26 26 681,533 2.44

300～999人

1000人以上

（注）　1　要求・妥結状況は、単純平均による。

　　　　2　平均妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するもの。

　　　  3  統計表中における該当数値がない場合は空欄、要求又は妥結で組合数が１又は２の場合は数値は「X」としている。
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妥　　　結

前年同期結果
（30.12.31）

前年同期結果
（30.12.31）

300人未満

教育，学習支援業

医療，福祉

上記以外の
サービス業等

区分

要　　　求

全　産　業

建　設　業

電気・ガス

情報通信業

運 輸 業

卸売業，小売業

金融業，保険業

製
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
業

令和元年年末一時金要求・妥結状況（最終報）

区分

要　　　求 妥　　　結

前年同期結果
（30.12.31）

前年同期結果
（30.12.31）



○平均妥結額分布状況

前年同期
組合数

前年同期
組合数

組合 組合

5 21

9 9

24 3

30 1

33 0

26 2

36 0

199

○年次別推移状況【最終報】

年 円 円 か月 円 か月 ％

 平成 15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

元

注）　前年比△は、マイナスを表す。
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3.1

4.9

2.3

443,531

453,773

2.7

△4.4

466,217

477,881

1.78

△ 3.4

4.5

404,747

422,796 1.69

11.9

1.63

△ 17.8

440,380

361,932

3.4

405,020

418,930

1.81

1.84

－452,092

5.0

△ 1.1

474,610

469,327

1.65

4.4

合　計 212 100.0

(注) 1 構成比の合計は、四捨五入の結果100.0にならない場合がある。

     2 前年同期は、平成30年12月31日現在のもの。

1.79

0.2

489,971

490,719

△ 10.3

60万円台 32 15.1 130万円以上 1 0.5

50万円台 31 14.6 120万円台 0 0.0

40万円台 43 20.3 110万円台 0 0.0

30万円台 30 14.2 100万円台 3 1.4

20万円台 25 11.8 90万円台 1 0.5

9.0

10万円台 15 7.1 80万円台 7 3.3

構成比

組合 ％ 組合 ％

平均妥結額 組合数 構成比 平均妥結額 組合数

10万円未満 5 2.4 70万円台 19

588,556

581,268

567,354

517,399

565,323

554,147

547,536

564,321

601,018

573,261

575,347

594,552

595,153

599,643

582,308

606,338

253,376

247,686

248,099

250,953

249,185

248,145

2.26

246,468

247,815

245,558

252,304

245,015

247,508

249,708

249,483

250,058

1.70

2.30

2.32

2.40

2.37

2.41

2.44

2.30

2.09

2.30

2.26

2.30

2.33

2.32

1.82

1.92

1.87

1.97

1.98

1.46

3.9

要求組合の
平均賃金

年次

1.89

平均要求額 平均妥結額
平均妥結額の

前年比
平均妥結月数平均要求月数

2.21

令和

249,190 585,781 2.35 484,594 1.94

249,774 2.41 499,627 2.00


